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２０２３年１月１８日 

 

国立大学法人新潟大学学長 牛木 辰男 殿 

同大学大学院医歯学総合研究科産科婦人科学分野准教授 関根 正幸 殿 

同大学監査室（研究活動の不正行為に関する告発窓口）御中 

 

「ＨＰＶワクチンの有効性と安全性の評価のための大規模疫学研究」 

（NIIGATA Study）に関する 

新潟大学広報記事の誤認の訂正及びその原因検証実施の要望書 

 

薬害オンブズパースン会議 

代表 鈴木利廣 

〒160-0022 東京都新宿区新宿 1-14-4 

AM ビル 4 階 

TEL.03-3350-0607 FAX.03-5363-7080 

yakugai@t3.rim.or.jp 

http://www.yakugai.gr.jp 

 

要望の趣旨 

 

２０２２年９月１２日付で貴大学医学部医学科・大学院医歯学総合研究科が

ウェブサイトで公表した「HPV ワクチンによる子宮頸部前がん病変予防効果を

確認 －NIIGATA study：初交前接種でより高い予防効果－」と題する広報記事1

（以下、「本件記事」という）は、貴大学大学院医歯学総合研究科産科婦人科学

分野の工藤梨沙助教、榎本隆之特任教授、関根正幸准教授らの論文2（以下、「本

件論文」という）の内容を誤って紹介することによって、HPV ワクチンの有効

性についてことさらに誤認を招く内容となっているため、当会議は、貴大学に対

し、以下のとおり要望いたします。 

 

１ 本件記事を速やかに訂正し、本件論文は、HPV ワクチン接種群と非接種

群を適切に比較した結果、子宮頸部前がん病変予防効果を確認できなかっ

たことを述べるものであることを、貴大学ウェブサイトにおいて正しく説
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明すること 

 

２ 本件記事がかかる非科学的かつ不公正な内容になった原因について、記

事原稿作成者らの事情聴取やこれらの者の利益相反等の有無を含めた詳細

な調査を速やかに実施し、その結果を公表すること 

 

要望の理由 

 

１ 本件記事は、貴大学大学院医歯学総合研究科産科婦人科学分野の関根正

幸准教授を問い合わせ先とするものですが、その冒頭部分は、以下の図１の

とおりの内容となっています。 

 

図１ 本件記事冒頭部分より引用（下線は当会議による） 

 

  ここでは、本件論文が、ワクチン接種者では子宮頸部前がん病変（高度扁

平上皮内病変：HSIL 以上）が有意に減少（ワクチン有効率 64％）していた

ことを示すものとして紹介された上で、この結果は「初交年齢や経験人数な

ど性的活動性で調整し、HPV ワクチンの子宮頸部前がん病変予防効果を明

らかにした日本において初めての研究」であるとされています。 

  また、本件記事は､【本研究成果のポイント】の項においても、｢HPV ワ

クチン接種を受けた 20～26 歳の女性では、子宮頸部前がん病変（高度扁平

上皮内病変：HSIL 以上）に対する有意な予防効果が認められた」と解説し
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ています。 

 

２ しかしながら、本件論文では、HPV ワクチン接種群と非接種群について、

年齢構成及び性的活動性の相違を調整して比較した結果、高度扁平上皮内

病変以上の病変（HSIL+）の発生率について、下記図２のとおり、統計的有

意差が認められなかったことを報告しています。それゆえ、本件論文のアブ

ストラクトでは「However, analyses of all vaccinated women did not show 

significant effectiveness against cytological abnormalities.」との結論が端的に紹

介されており、同本文でも「In terms of effectiveness against HSIL+, VE was 

64.0% (95% CI 19.4–83.9%; P = 0.013) in the univariate analysis, 54.1% (95% CI 

−21.0–82.6%; P = 0.116) in Model 1, and 41.1% (95% CI -53.0–77.3%; P = 0.276) 

in Model 2, with the multivariate analyses adjusted for age and number of sexual 

partners not showing significance.」と説明されているのです。 

このように本件論文は、HPV ワクチン接種群と非接種群の HSIL+の発生

率に統計的有意差が認められなかったことを報告するものですが、本件記

事では、こうした結論については全く触れないまま、HPV ワクチンの有効

性をことさらに強調するものとなっており、論文紹介のあり方として非科

学的かつ不公正です。 

 

図２ 本件論文・表３を引用。モデル１は接種群と非接種群の年齢構成の差を調

整した結果を示しており、HSIL+の発生率の比較では、95％信頼区間は1を跨い

でおり、p値は0.05を超えているというように、統計的有意差は示されなかった。

モデル２は年齢に加えて性的活動性（これまでの性交渉パートナーの数）につ

いても調整した結果を示しており、HSIL+の発生率については、同様に統計的有

意差は示されなかった。 
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そもそも、上記図２を見ても明らかなとおり、本件記事が引用する「ワクチ

ン有効率 64％」という値は、両群の差を調整しないままの粗集計（Crude 

analysis）にすぎず、本件論文の結論を示すものではありません。 

そうであるのに本件記事において、あたかも本件論文が、年齢や性的活動性

で調整した上での検討結果として、HPV ワクチン接種群において子宮頸部前

がん病変（高度扁平上皮内病変：HSIL 以上）が有意に減少したことを示して

いるかのように紹介することは、全くの誤りであり、HPV ワクチンの有効性

についての明らかな誤認をもたらすものとなっています。 

  むしろ本件論文は、国が新潟県内を含む全国の若年女性に HPV ワクチンの

接種を積極的に推進した事業の成果を検証した結果、HPV ワクチン接種群と

非接種群との間に子宮頸がんの前がん病変の予防効果を確認できなかったこ

とを示すものであり、国による HPV ワクチン接種の積極的勧奨の見直しを迫

る極めて重要な知見の１つとして位置づけられるべきでしょう。 

 

３ 現在までに本件記事は、本書末尾に図３・図４として例示したように、各種

メディアにおいて、HPV ワクチンの有効性を実証した結果として無批判に引

用されており、貴大学の誤った広報活動によって、HPV ワクチンに関する誤

った情報がすでに社会に拡散されてしまっています。 

 貴大学は、本件記事を速やかに訂正し、本件論文は、HPV ワクチン接種群

と非接種群を適切に比較した結果、子宮頸部前がん病変予防効果を確認でき

なかったことを指摘するものとして、貴大学ウェブサイトにおいて正しく説

明するべきです。 

また、貴大学は、本件記事がかかる非科学的かつ不公正な内容になった原因

について、記事原稿作成者らの事情聴取やこれらの者の利益相反等の有無を

含めた詳細な調査を速やかに実施し、その結果を公表するべきです。 

 

４ つきましては、本件に関する貴大学のご対応について、本書到着から１ヶ月

を目途に文書をもってご回答下さいますようお願いいたします。 

 

以上 
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図３ 2022年9月14日時事通信社ウェブサイト記事3 
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図４ 2022年10月3日日本医療・健康情報研究所ウェブサイト記事4 
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